様式第１６（第４０条関係）（第一面から第三面まで）

	認定申請書

申請年月日　 　　　2022年4月21日
　
　　経済産業大臣　殿

（ふりがな）　ないとうしょうけんかぶしきかいしゃ
                      一般事業主の氏名又は名称 内藤証券株式会社
（ふりがな）　　　　　　　　いのうえひとし
                    （法人の場合）代表者の氏名 代表取締役社長　井上仁司  印
[bookmark: _GoBack]住所　〒530-6119  大阪府大阪市北区中之島3丁目3番23号 中之島ダイビル19階
法人番号　7120001077507　　　　　　　　　　　　　　　  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
　情報処理の促進に関する法律第３１条の認定を受けたいので、下記のとおり申請します。

	記
情報処理システムの運用及び管理に関する指針に関する取組の実施状況

　(1) 企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	General Policy　全般的執行方針

	公表日
	2021年10月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社公開ホームページにおいて、
◇会社概要→General Policy　https://www.naito-sec.co.jp/company/pdf/general_policy.pdf　P2、P3、P7
◇お客様本位の業務運営に関する方針→お客様本位の業務運営の取組方針等につきまして「当社の企業文化」https://www.naito-sec.co.jp/company/kpi_policy.html
に記載し公表している。

	記載内容抜粋
	デジタル技術が社会や自社の競争環境にどのような影響を及ぼすかについて、
「複雑化、老朽化、ブラックボックス化した既存システムが残存した場合に想定される国際競争力への遅れや我が国の経済の停滞が指摘されている。」、「新型コロナ感染拡大の影響により、ITインフラを整備しつつ環境に柔軟に対応した企業と未対応の企業の差が拡大しており、商慣習や決済プロセス等の変革に踏み込んでいけるか否かがデジタル競争の勝敗の分かれ目になる」〈P7〉
と認識し公表している。
上記を踏まえ、「不易流行を経営方針の柱に、企業理念等を守り育みDXの推進等、顧客利便性向上に積極的に取り組んでいく方針」〈P2〉とし、執行ビジョン「健全に継続して利益を上げる」〈P3〉を策定し公表している。
経営ビジョンを実現するためのビジネスモデルの方向性について、
「デジタルを活用しお客様視点で経営のあり方を棚卸し競争上の優位性を確保する」、「ICTシステムを活用して、お客様の意向に沿う金融商品やサービスの提供、業務プロセス及びビジネスモデルなどを含めた企業のあり方を全社的に見直しつつ内藤ブランドを構築し、安定した収益基盤を確保する」〈P7〉と公表している。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年9月15日定時取締役会において、当該「General Policy」を採用することを決議した。
2021年4月21日経営会議において、当該「お客様本位の業務運営の取組方針等につきまして」を採用することを決議した。



(2) 企業経営及び情報処理技術の活用の具体的な方策（戦略）の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	General Policy　全般的執行方針

	公表日
	2021年10月13日

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社公開ホームページにおいて、
・会社概要→General Policy　https://www.naito-sec.co.jp/company/pdf/general_policy.pdf　P7～P10、P15に記載して公表している。

	記載内容抜粋
	経営ビジョンやビジネスモデルを実現するための戦略を次のとおりに公表し、デジタル技術を用いた環境負荷軽減、社内業務効率化やお客様の利便性向上、データ活用について公表している。
・RPAなどによる自動化・効率化を加速〈P7〉
・「情報処理安全確保支援士」「ITパスポート」資格取得を推奨しITリテラシーを高める〈P8〉
・全社横断的な業務プロセス及び関連帳票の棚卸しを行い、ペーパーレス、押印レス、郵送レスを推進〈P9〉
・対面取引及びコール取引におけるお客様と営業担当者が「共体験」するツールとして「NaitoWebサービス」を活用し、デジタルとリアルの融合を推進〈P9〉
・社内データの分析・活用することにより〈P10〉、営業の基本スタイルの構築・支援や付加価値の高い提案が行えるような仕組みを構築していくこと〈P15〉
等により、お客様への新たな価値の提供に繋がる取り組みを進めている。

	意思決定機関の決定に基づいていることの説明
	2021年9月15日定時取締役会において、当該「General Policy」を採用することを決議した。




　　① 戦略を効果的に進めるための体制の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	弊社公開ホームページにおいて、
会社概要→General Policy　https://www.naito-sec.co.jp/company/pdf/general_policy.pdf　P8に記載している。

	記載内容抜粋
	・DX推進体制
DXを全社的に推進するために、DX推進プロジェクトを立ち上げ、代表取締役社長がCTOに就任し、企画本部役員をプロジェクトマネージャー、経営企画部長をプロジェクトリーダーに据え、代表取締役社長のリーダーシップのもと、経営層主導の推進体制を構築した。
DX推進プロジェクトにおいては、DXの推進状況の把握、各分科会の進捗状況の確認、経営陣への報告等、DXの総合的な取り纏めを行い、このDX推進プロジェクトを土台に、複数の分科会を立ち上げ具体的な成果に繋げていくことを公表している。
・人材育成
サイバーセキュリティ部門において情報処理安全確保支援士を複数名育成するとともに、全社的なITリテラシー向上を目指して、各部署の管理職及び中堅社員を中心にITパスポートの取得を推奨し、デジタル人材の社内育成、社外からの人材確保等に取り組んでいる。



　　② 最新の情報処理技術を活用するための環境整備の具体的方策の提示
	戦略における記載箇所・ページ
	◇弊社公開ホームページにおいて、
会社概要→General Policy　https://www.naito-sec.co.jp/company/pdf/general_policy.pdf
P7,P8,P14,P15に記載している。
◇NaitoWebサービスの案内ページ　https://www.naito-sec.co.jp/naitoweb/index.html　においても言及している。

	記載内容抜粋
	お客様に対するサービス支援ツールであるNaitoWebサービスの機能を拡充するとともに、営業の基本的な型の実践をデジタル化等で支援し、今後は社内データを収集・分析・活用することにより、付加価値の高い提案が行えるようなデータドリブン営業の推進に取り組んでいる。〈P15〉 
ワークフローシステムの運用促進、RPAの導入により、定例業務時間の削減を図り業務の効率化を推進している。〈P7〉



(3) 戦略の達成状況に係る指標の決定
	公表媒体（文書等）の名称
	①　General Policy　全般的執行方針
②　当社におけるDX推進の取り組み

	公表日
	①2021年10月13日
②2022年4月21日　

	公表方法・公表場所・記載箇所・ページ
	弊社公開ホームページにおいて、
①会社概要→General Policy　https://www.naito-sec.co.jp/company/pdf/general_policy.pdf　P16
②会社概要→当社のDX推進の取り組み　■DX推進のKPI
https://www.naito-sec.co.jp/company/digital_transformation.html
に記載し、社内外に公表している。

	記載内容抜粋
	①General PolicyのP16に、
【KPI重要経営指標】
当社の行動指針（社訓）の「能率主義」を踏まえ、当社の強みである収益性をさらに加速させることとし、販管費営業収益率をKPIとしている。（P16）
➁当社におけるDX推進の取り組みにおいて、DX推進のKPI（達成度を測る指標）として次のとおり設定している。
・ペーパーレス・押印レス・郵送レス進捗率（％）
・NaitoWebサービスログイン件数（件）
・分析データ利用者（営業員）の満足度（％）
・情報処理安全確保支援士有資格者数(人）
・ITパスポート資格者数（人）

（補足）
その他に設定している具体的な指標等は公表しておりません。



(4) 実務執行総括責任者による効果的な戦略の推進等を図るために必要な情報発信
	発信日
	2021年10月13日

	発信方法
	実務執行総括責任者である代表取締役社長により、次のとおり情報発信している。
◇弊社公開ホームページにおいて、
・会社概要→General Policy　https://www.naito-sec.co.jp/company/pdf/general_policy.pdf　P7～P13に記載

	発信内容
	・当社におけるDXの定義（P7）
・DX推進体制（P8）
　代表取締役社長がCTO（最高トランスフォーメーション責任者）として「DX推進プロジェクト」を統括し全社横断的にDXを推進する体制を図示し、その役割を説明し、「具体的な成果に繋げていきます」と発信。ITリテラシーの向上についても発信している。
・3つのDX推進分科会の取組（P9～P10）、サイバーセキュリティ対策の取組と、DX推進宣言をし役職員が行動変容に取り組むこと、「DX認定制度」認定事業者になることも目指す（P11）ことを発信している。
・Profitとして、「接点のデジタル化・自動化を進めるとともに、非対面チャネルを強化しつつデジタル投資の拡充が不可欠」（P12 下段）とし、「営業担当者の提案能力向上をサポートする営業支援システム等のデジタルツールの機能改善を進める」（P13 中段）と発信している。



　(5) 実務執行総括責任者が主導的な役割を果たすことによる、事業者が利用する情報処理システムにおける課題の把握
	実施時期
	2021年1月頃　～　2021年5月頃

	実施内容
	「DX推進指標」による自己分析を行いIPA自己診断結果サイトに入力を行っている。



　(6) サイバーセキュリティに関する対策の的確な策定及び実施
	実施時期
	常時

	実施内容
	金融庁が推進するサイバーセキュリティ強化に向けた取組方針に沿ったセキュリティ対策として、外部委託業者が提供するサービスを利用し、セキュリティポリシー及びセキュリティ関連社内規程を策定している。
次世代型ウィルス対策ソフトウェアを導入するとともに、インシデント発生時の対応、SIEMを利用した24時間365日のサイバーセキュリティ監視・分析を外部委託し、多層防御の体制を敷いている。
サイバー攻撃に関するインシデントに対応するため、部署横断のチームとしてCSIRTを組織化し、サイバー攻撃の兆候の検知や発生を確認し、かつそのサイバー攻撃がシステム等に影響を与えると判断した場合、直ちに代表取締役及び各本部長に報告を行い、速やかに監督官庁等や社内へも報告及び通知を行う体制となっている。



（注）(1)～(3)の取組において公表先のURLを提出しない場合は次の①の書類を、(4)の取組において情報発信内容を確認できるウェブサイトのURLを提出しない場合は、次の②の書類を添付すること。また、必要に応じて③、④の書類を添付できる。
1 (1)～(3)の取組における、公表を行っていることを明らかにする書類（公表先のウェブサイトの画面を印刷した書類等）
2 (4)の取組における、情報発信を行っていることを明らかにする書類（情報発信内容を確認できるウェブサイトの画面を印刷した書類等）
3  (1)の取組における企業経営の方向性及び情報処理技術の活用の方向性、(2) の取組における戦略を補足説明するための書類（最新の情報処理技術の変化による影響を踏まえた観点から決定していることを説明する書類等）
4 (5)～(6)の取組における、実施内容を補足説明するための書類



備考．用紙の大きさは、日本産業規格Ａ４とすること。


様式第１６（第４０条関係）（第四面）

（記載要領）
１．「申請年月日」欄は、経済産業大臣に認定申請書を提出する年月日を記載すること。
２．「一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所」欄は、氏名については、記名押印又は自筆による署名のいずれかにより記載すること。一般事業主が法人の場合にあっては、住所については主たる事務所の所在地を記載すること。
３．一般事業主が法人の場合であって法人番号が記入されている場合は、一般事業主の氏名又は名称、代表者の氏名、住所の記載を省略することができる。
４．申請内容は正しく記載すること。認定後、虚偽または不正の申請を行ったことが判明した場合には、認定の取消し等所要の措置を講ずることがある。

